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2/21給与改定にかかる理事長交渉を実施 

契約職員・特任職員の期末手当は「減額調

整しない」と回答 

 

県大教は、2021年 11 月の交渉で保留となって

いた教職員の給与改定について、2022年 2 月 21 

日に理事長交渉を行いました。 廣川理事長は「地

方独立行政法人法 57 条の規定により、教職員の

給与は設立団体である県の職員給与に準ずること

が適当」 とし、一時金について、県と同様の引下

げ（2021 年 12 月の引下げ相当額＝△0.05月を

2022年 6月支給分で調整＝減額）を提案しました。  

組合は、契約職員について 「労働契約法に基づ

く単年度契約であり、2021 年 12 月に在職 して

いたか否かにより2022年6月の一時金支給月数に

差がつくことは労働者の平等取り扱いの原則に反

する」「市町会計年度任用職員の多くが 2022 年 4 

月より引下げとなっており、人材流出を招きかね

ない」と反論し、撤回を迫りました。 

理事長は「組合の主張には一理あり持ち帰って

検討する」と回答し、後日「契約職員・特任職員に

ついては 2021 年 12 月分の引下相当額は減額調

整しない」との回答がありました。 

 

◆ 大学入学共通テストにかかる入試手当の 

廃止提案について 

 

上記理事長交渉の場で、当局より大学入学共通

テスト（以下、共通テスト）にかかる入試手当廃止

の提案がありました。当局が示した理由を以下に

引用します。 

 

◎当局からの提案 

教員が大学入学共通テストに従事した場合、大

学入試センターが規定する基準に基づき定める額

を入試手当として支給してきた。その業務は、「試

験実施本部員」「試駿監督者」および「監督補助員」

であるが、本学が実施する「一般選抜」「特別選抜」

でのこれに相当する業務については、入試手当の

対象とせず、通常業務として取り扱ってきた。 

つまりその業務が土曜日、日耀日などの勤務を

要しない日となる場合には、勤務日の振替を行う

ことを原則とし、やむを得ず振替ができない場合

には、時間外勤務手当を支給してきたものである。 

これらのことから大学入学共通テストの業務を

本学の業務とし、一般選抜および特別選抜と同様

に扱うこととするため、見直しを行うものである。 

 

◎提案に対する組合の意見 

組合は、共通テストにかかる休日業務に対して

振替休日が認められないことを問題としてきまし

た。しかし、入試手当の廃止を提案したことは一度

もありません。 

入試手当に問題があるとすれば、それは教員に

だけ手当が支払われ、職員には支払われていない

現状についてとなります。 

それにもかかわらず、当局は、組合の要望を、

振替休日を認めるか入試手当を支払うかという要

望と勝手に読み替えて、それならば振替休日を認

めるかわりに入試手当を廃止すると提案してきま

した。この提案に対して、組合は反対を表明いたし

ました。 

 

◎組合の意見の根拠と今後の展望 

大学入試センターは各大学に「令和 4年度大学

入学共通テスト実施経費配分基準」と題した共通

テストの業務についての文書を配布しています。 

同文書の「大学入学共通テスト実施経費の趣旨」

によれば、共通テストは「これを利用する各大学が

大学入試センター（以下「センター」という）と協
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力して共同で実施する試験」と位置づけられてい

ます。 

ここからもわかるとおり、共通テストは、大学が

単独で実施する試験ではありません。そのため、セ

ンターは、「各大学が『大学入学共通テスト実施要

項』に基づき分担して行う業務に係る経費を以下

の積算基準により算出し大学入学共通テスト実施

経費（以下「実施経費」という。）として配分する」

として、実施経費を各大学に配分しています。 

同文書には、監督者はじめ、さまざまな役割ごと

の人件費の基準も詳細に記載されています。この

ような経費が配分されているにもかかわらず、当

局は「大学入学共通テストの業務を本学の業務」と

し、入試手当は支払わないと提案してきました。こ

れを容認することはできません。 

ただし、職員に手当が支払われていない現状に鑑

みれば、経費の配分の見直しをする必要はあるか

もしれません。 

組合では、今後、夏の理事長交渉に向けて、組合

員の皆さんのご意見をお聞きしながら、要求書を

作成し、共通テストにかかる入試手当の一方的な

廃止提案の見直しを求めていきます。 

 

◆ 契約職員・特任職員・特任教員の自主共済

費について組合費は現状のままとし、新た

な自主共済費の支給は行わないことにな

りました 
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県大教では、契約職員・特任職員・特任教員の組合員

に対して、自主共済費（慶弔金や見舞金）の導入の検討

をおこなってきましたが、２月に「組合費を引き上

げて新たな自主共済費を導入する」か「組合費は現

状のままで新たな自主共済費の導入は行わない」

かについて投票を行ないました。 

その結果、「組合費は現状のままで、新たな自主

共済費の導入は行わない」が多数となりました。 

このため今後も組合費の引き上げは行わず、自

主共済費については従来どおり「退職慰労金

（3,000円）」の支給のみとすることとします。 

 

【開票結果】 投票者数 56名 

□「現状の組合費 500円がよい」47名 

□「組合費は 1,000 円となっても良いので、自主

共済費は正規雇用と同等が良い」9名 

 


